
デイサービス	ＴＯＲＩＵＳ運営規程	
（事業の目的）	
1.
この規程は、株式会社宰都が設置運営するデイサービスＴＯＲＩＵＳ（以下「事業所」という。）が行
う指定通所介護事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関す
る事項を定め、事業所で指定通所介護（以下「介護サービス」という。）の提供に当たる者（以下「従
業者」という。）が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「要介護者」という。）に対し、
適切な介護サービスを提供することを目的とする。	
（運営の方針）	
2.
事業所の従業者は、要介護者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活ができ
るよう、必要な日常生活の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身
機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとする。	
　（事業所の名称等）	
第３条　事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。	
　（１）名　称　デイサービス	ＴＯＲＩＵＳ	
　（２）所在地　福岡県糟屋郡久山町大字山田１０９５‐１　トリアスＮ１棟	
（従業者の職種、員数及び職務内容）	
第４条　事業所に勤務する職員の職種、常勤換算による員数及び職務内容は次のとおりとする。	
（１）管理者　1名	
　　　　管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うものとする。	
（２）従業者　○	生活相談員････････１名	

生活相談員は、事業所に対する介護サービスの利用の申し込みに係る調整、従事者に
対する助言及び技術指導を行い、他の従事者と協力して通所介護計画の作成等を行う。

○	看護職員･･････････１名	
看護職員は、介護サービスの提供に当たり、利用者の健康管理、相談・助言を行う。	

○	介護職員･･････････１６名（うち管理者兼務）	
介護職員は、介護サービスの提供に当たる。	

○	機能訓練指導員････１名	
機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練指導、
助言を行う。	

○	調理員	
調理業務を行う。	

（３）事務職員　事務職員は、必要な事務を行う。	
（営業日及び営業時間）	
第５条　事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。ただし、災害、悪天候等止むを得ない事

情が生じた場合は、利用者等に連絡の上変更することがある。	
（１）営業日　月曜日から金曜日。ただし、年末年始（１２月３１日～１月３日）を除く。	
（２）営業時間　午前８時３０分から午後１７時３０分までとする。	
（３）サービス提供時間　午前１０時００分から午後１５時３０分までとする。	
　（利用定員）	
6. 	利用定員は１単位８０名とする。但し、通所型サービスの利用者を含む。	
　（通所介護の内容）	
第7条　介護サービスの内容は次のとおりとする。	
１．(１)生活指導(相談援助等)	
　　(２)機能訓練(個別機能訓練、口腔機能訓練)	
　　(３)介護サービス	
　　(４)健康状態の確認	
　　(５)送迎サービス	
　　(６)給食サービス	
　　(７)入浴サービス	
　　(８)その他利用者に対する便宜の提供	
２．事業所がサービスを提供するに当たっては以下のことを遵守するものとする。	
　　(１)あらかじめ利用者(申込)者又はその家族に、サービスの選択に資すると認められる重要事項を

記した文書を交付して説明を行い、同意を得て、提供を開始する。	
　　(２)利用者の被保険者証により認定の有無や有効期間を確認する。また、認定審査会意見があると

きには、それに配慮する。	
　　(３)前項第1号の通所介護計画を作成し、計画に沿ったサービスを提供する。既に、居宅サービス

計画が作成されている利用者においては、その内容に沿った通所介護計画を作成する。	
３．事業所は正当な理由なくサービス提供を拒まない。	
（利用料等）	
第８条　介護サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める介護報酬告示上の額とし、

当該介護サービスが法定代理受領サービスであるときは、その1割の額とする。（別表を参照）	
1. 前項に定めるもののほか、利用者から次の費用を受けるものとする。	
（１）次条に規定する通常の事業実施地域を越えて行う介護サービスの送迎に要した交通費	
（２）食事の提供に要する費用	
（３）特別行事費として行事に係る相当な費用	
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（４）各種プログラムに応じて係る材料費	
（５）その他指定通所介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるもの

に係る費用であって、その利用者に負担させることが適当であると認められるもの	
２．前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明した上で、
支払に同意する旨の文書に署名を受けることとする。	

３．事業所が利用者から第1項及び第2項の費用の支払いを受けたときは、サービスの内容・金額を記載
した領収書(法定代理受領サービスに該当しない場合、サービス提供証明書)を利用者に交付するこ
ととする。	

（通常の事業の実施地域）	
第９条　通常の事業の実施地域は、福岡市東区・福岡市博多区・糟屋郡・大野城市・古賀市の区域とす

る。	
（サービス利用に当たっての留意事項）	
第１０条　利用者は、介護サービスの提供を受ける際には、次に掲げる事項に留意しなければならない。

（１）健康状態に異常がある場合には、その旨申し出ること。	
（２）管理者及び従業者による安全管理上の指示には必ず従うこと。	
（３）介護支援専門員とよく相談し、介護サービスの利用目的を明確にした上で利用すること。	
（４）施設内の設備及び備品等の利用に際しては、管理者及び従業者の指示に従い充分に注意すること。

（５）常備薬、保険給付の対象となっているサービス以外の介護用品等、管理者及び従業者が必要と認
めたものは、持参するようにすること。	

（６）家族等、緊急時等の連絡先を必ず申し出ること。	
（７）サービス利用開始時には、必ず介護保険被保険者証及び健康保険被保険者証の提示を行うと。	
（８）第１２条で定める非常災害対策に可能な限り協力すること。	
　（緊急時における対応方法）	
第１１条　従業者は、介護サービスを実施中に、利用者の急変、その他緊急事態が生じた場合は、速や

かに管理者及び主治医に報告し、その指示に従って適切に対応しなければならない。	

（非常災害対策）	
第１２条　従業者は常に災害事故防止と利用者の安全確保に努めるものとする。	

１．管理者は、防火管理者を選任する。	
２．防火管理者は、定期的に消防用設備、救出用設備等を点検するものとする。	
３．防火管理者は、非常災害に関する具体的計画を立てるものとし、事業所はこの計画に基づき
毎年２回以上、避難及び救出その他必要な訓練を行う。	

（衛生管理等）	
第１３条　１.　事業所は利用者の使用する施設、食器その他の設備について「衛生管理マニュアル」

を作成し、衛生的な管理に努める。	
　　　　　２.　事業所は、感染症が発生又はまん延しないように必要な措置を講じるとともに、従業

者については、適宜に健康診断等を実施する。	
　　　　　３.　事務所は、事務所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲

げる措置を講じるものとする。	
　　　　（１）　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむ

ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。	
　　　　（２）　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。	
　　　　（３）　事業所において、従業者に対し感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を

定期的に実施する。	

（居宅介護支援事業者等との連携）	
第１４条　事業所は、事業の実施に際し、居宅介護支援事業者（必要とされる場合は、主治医、保険・

医療・福祉サービス提供者を含む）と連携し、次の場合には必要な情報を提供するこ
ととする。	

1. 利用者がサービス計画の変更を希望し、それが適切と判断される場合。	
2. 次の理由により適切なサービス提供は困難と判断されるとき。	
1. 第６条に定める利用定員を超える場合。	
2. 第９条に定める通常の事業の実施地域外の利用者で送迎等に対応できない場合。	
3. 利用者が「正当な理由なく指定通所介護の利用に関する指示に従わない為、サービス提供がで

きない場合。	
4. その他正当な理由により受け入れられないと判断した場合。	
（利用者に関する市町村への通知）	
第１５条　事業所は、利用者が正当な理由なしに指定通所介護の利用に関する指示に従わないことによ

り利用者の要介護状態の程度を悪化させたとき又は悪化させる恐れがあるとき、及び利用者
に不正な受給があるとき棟には、意見を付して当該市町村（一部事務組合及び広域連合を含
む。以下同じ）に通知することとする。	

（利益供与の禁止）	
第１６条　事業所及びその従業員は、居宅介護支援事業者又はその従業者等に対し、利用者にサービス

を利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。	
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（機密保持）	
第１７条　事業所及びその従業員は、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持する。	

1. 従業者であった者に、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者
でなくなった後においても、これらの秘密を保持する旨を従業者との雇用契約の内容とする。

2. サービス担当者会議等において、利用者またはその家族の個人情報を用いる場合は、利用者
又はその家族の同意をあらかじめ文書で得ておくものとする。	

（苦情処理）	
第１８条　利用者やその家族からの苦情等に迅速かつ適切に対応するために、事業所に苦情受付窓口を

設置する。苦情が生じた場合には、直ちに相手側に連絡を取り、詳しい事情を把握するとと
もに、従業者で検討会議を行い、必ず具体的な対応を行う。また、苦情記録、その対応を台
帳に保管し再発を防ぐ。	

（虐待の防止）	
第１９条　事務所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずる

ものとする。	
1. 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従

業者に周知徹底を図る。	
2. 虐待防止のための指針の整備	
3. 虐待を防止するための定期的な研修の実施。	
4. 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置。	

事業所は、サービス提供中に当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養
護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合には、速やかにこれを市町
村に通報するものとする。	

（業務継続計画の策定等）	
第２０条　１.　事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以
下「業務継続計画」という）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる
ものとする。	

　　　　　２　	 事業所は、従業者に対し業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓
練を定期的に実施するものとする。	

3. 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う
ものとする。	

（その他運営に関する重要事項）	
第２１条　１.　事業所は、全ての通所介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

介護保険法第８条第２項に規定する法令で定める者等の資格を有するその他これに類する
者を除く）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じ
るものとする。また、従業者の資質向上のために研修の機会を次の通り設けるものとし、
業務の執行体制についても検証、整備する。	

1. 採用時研修　採用後６ヵ月以内	
2. 継続研修　　年１回	

2. この規定の概要等、利用者のサービス選択に関係する事項については、事業所内の見やすい場所に
掲示する。	

3. 通所介護計画及びサービス提供記録については、それらを当該利用者に交付する。	
4. 通所介護計画及びサービス提供記録については、サービスの提供に係る保険給付支払いの日から５
年間、事故発生時の記録、市町村への通知、並びに苦情処理に対する関する記録については、その
記録が完結してから２年間保存する。	

5. 都道府県及び市町村並びに国民健康保険団体連合会（以下「都道府県等」という）からの物件提出
の求めや質問・紹介等に対応し、その調査に協力するとともに、都道府県からの指導助言に従って
必要な改善を行い。また、都道府県から求められた場合にはその改善の内容を都道府県等に報告す
る。	

6. この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社宰都と事業所の管理者との協議に
基づいて定めるものとする。	

附　　則	
この規程は、平成２４年５月１日から施行する。
平成２５年６月１日　　第４条・第５条改定
平成２６年５月２６日　第４条・第５条・別表（第８条関係）改定
平成２７年４月１日　　第４条・第５条・別表（第８条関係）改定
平成２７年１２月１日　第４条・別表（第８条関係）改定
平成２８年４月１日　　第７条第１項・第４条・別表（第８条関係）改定
平成３０年４月１日　　第５条・別表（第８条関係）改定
平成３０年１０月１日　第４条・第６条・別表（第８条関係）改定
平成３０年１１月１日　別表（第８条関係）改定
令和元年６月１日　　　別表（第８条関係）改定
令和３年４月１日　　　別表（第８条関係）改定
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令和４年７月１日　　　別表（その他の費用）改定
令和４年１０月１日　　別表　(第８条関係) 改定
令和５年４月１日　　　別表　(第８条関係) 改定
令和５年６月１日　　　第１３条・第１４条・第１５条・第１６条・第１７条・第１８条・第１９条・
　　　　　　　　　　　第２０条・第２１条　追加・改定
令和６年４月１日　　　別表 （第８条関係）改定
別表（第８条関係）
１　居宅介護サービス費

※1所得段階に応じて、費用が1割または2割または3割負担になります。	
※利用料金は上表の単位数に1単位当たりの単価１０円を乗じて算定し、利用者負担は上記※1の割合を掛け
た金額。また、加算料金についてはサービス提供しなかった場合はその部分の加算はなしとする。	
※個別機能訓練加算（Ⅰ）…通常ロを算定いたしますが、サービス提供時間を通じて配置ができない場合、
イでの算定になります。	

※介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。

２　その他の費用

介護保険適用 単位 １割負担分／日 ２割負担分／日 ３割負担分／日

要介護１ ５２５単位 ５２５円 １，０５０円 １，５７５円

要介護２ ６２０単位 ６２０円 １，２４０円 １，８６０円

要介護３ ７１５単位 ７１５円 １，４３０円 ２，１４５円

要介護４ ８１２単位 ８１２円 １，６２４円 ２，４３６円

要介護５ ９０７単位 ９０７円 １，８１４円 ２，７２１円

入浴介助加算（Ⅰ） ４０単位 ４０円 ８０円 １２０円

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ ５６単位 ５６円 １１２円 １６８円

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ ７６単位 ７６円 １５２円 ２２８円

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位 １５０円（１回） ３００円（１回） ４５０円（１回）

介護職員処遇改善加算Ⅰ 総単位数（基本単位＋各加算）×５．９％ 左記算出額×２ 左記算出額×３

介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ 総単位数（基本単位＋各加算）×１．０％ 左記算出額×２ 左記算出額×３

介護職員等ベースアップ等支援加算 総単位数（基本単位＋各加算）×１．1％ 左記算出額×２ 左記算出額×３

料金の種類 金　　　額

特別な食事の費用 実　　　費

実施地域を越える送迎サービス 往復一律　５００円

食事の提供に要する費用 昼食　６５０円／回

サービス延長料金 ５００円／３０分ごと

日常生活費
紙パンツ　１６０円／1枚
尿取りパッド　５０円／1枚

特別な行事費 実　　　費

各種プログラムの材料費 実　　　費
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